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研究成果の概要（和文）： 
災害弱者は情報獲得においても弱者であることが多く，情報提供型防災には効果の限界が
ある．自然災害が年々増加し発生状況が複雑化している現在，子供，高齢者，障碍者，要
介護・援護者，外国人，さらには帰宅困難者や観光客など，災害弱者の様相も複雑化して
いる．本研究では，防災情報が例え届かなくても災害弱者の命を守れるような防災システ
ムや，特別な防災知識がなくても安全な避難を可能にするサインについて検討した． 
 
研究成果の概要（英文）： 
People who are vulnerable to disasters usually have limited access to information 
about disaster preparedness and this limits the effectiveness of the existing disaster 
management system. In recent years, the range of people who are vulnerable to 
disasters has become increasingly complex, including commuters who have difficulty 
returning home and tourists as well as children, elderly people, people with disabilities, 
people requiring long-term care or assistance, and international residents. This study 
examined how to build a disaster-proof system which is capable of protecting the lives 
of vulnerable people, even when disaster management information is not available. We 
also examined how to design signs which enable people without special knowledge of 
disaster management to evacuate safely. 
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１．研究開始当初の背景 
 従来の防災対策はトップダウン式であり，
行政からのアプローチが主体である．今の防
災計画では，災害の起因となる自然外力を想
定し，それに対抗できるハード・ソフト対策

を構築することに主眼がおかれている．災害
弱者は救うべき対象であるものの，彼ら／彼
女ら自身が災害に立ち向かう支援はあまり
整えられていない．災害弱者が災害に接する
とき，あるいはそれへの備えをする際に，ど
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のような困難を抱えるかまでは，十分に検討
されていないのが実情である． 
 しかし，少子高齢化が進む我が国において
は，今後急激に災害弱者の比率が増大するた
め，従来型の防災システムが機能しなくなる
可能性が高い．例えば平成 18 年豪雪では，
94 才の人が雪かき中に死亡したのを始め，死
者の 65％が 65 才以上であった．平成 21 年 7
月の中国・九州北部豪雨では，老人ホームが
土石流の直撃を受けたこともあり，死者 30
名中 21 名が 65 才以上であった．少子高齢化
の影響は，近年，自然災害の様相を大きく変
えてきている．内閣府では，平成 17 年に「災
害時要援護者の避難支援ガイドライン」（翌
年改訂版）を，平成 19 年には「災害時要援
護者対策の進め方について」という報告書を，
さらに平成 21 年に「災害時要援護者の避難
支援に関する調査結果報告書」を発行し，防
災基本計画に要援護者対策の必要性を明記
するに至っている． 
 それを受けて，既に対策マニュアル整備が
多くの自治体で進められているが，災害弱者
は情報獲得においても弱者であることが多
く，これまでの情報提供型防災には効果の限
界がある．また，避難情報を得られたとして
も，実際に避難することができない人も増え
てきており，構造的な対策が必須だと考えら
れるケースも多い．しかし，1 件 1 件個人の
家屋を補強することには種々の困難が伴い，
公共的な社会基盤としての対策を考える方
が有効である． 
 自然災害発生数が年々増加し，発生状況が
複雑化している現在，子ども，高齢者，障が
い者，要介護・援護者，外国人のみならず，
帰宅困難者や観光客など，災害弱者の様相も
複雑化している．2004 年インドネシアのス
マトラ大津波では，ドイツなど地震のない国
から来た多数の観光客が亡くなった．それま
で災害弱者というと特別な存在のようにも
思われてきたが，まったくそうではないこと
が一般にも認識されるようになった．CWAP
（Children, Women, Aged people, Patient）
と呼ばれる人々のみならず，より広い範囲で
災害弱者を考えることがこれからの防災で
は重要である．社会基盤として災害弱者対策
を整備することには，もはや一刻の猶予も許
されない状況にある． 
 
２．研究の目的 
 災害弱者のための(1)減災技術開発，(2)避難
誘導計画の策定，(3)防災ユニバーサルデザイ
ン，の３つのプロジェクトを立ち上げ，災害
時のみではなく日常的にも利用できるシス
テムの開発を目的とする．これは，災害弱者
に対して災害時に有効に機能するシステム
は，日常的に親しんでいるものでしかあり得
ないという認識に基づく．研究推進にあたっ

ては共同研究を基本とし，上記(1)～(3)の個々
の課題を解決するとともに，研究全体として
の統合を行う． 
 (1)の減災技術開発に関しては，防災情報を
得ることが困難で，たとえ情報を得ても逃げ
ることができず，環境変化への対応も困難な
災害弱者に対し，日常的にも利用可能な防災
システムを開発提案する． 
 (2)の避難誘導計画に関しては，避難時の歩
行速度や避難可能距離の分析を基にした「災
害弱者の避難行動シミュレーション」を通し
て，避難所の配置や避難誘導計画について検
討する． 
 (3)の防災ユニバーサルデザインに関して
は，災害弱者にもわかりやすい防災表現や，
災害弱者の認知特性と援護システムの実際
に配慮した防災デザインを提案する． 
 以上を総合的かつ有機的に組み合わせて，
災害弱者の視点に立った減災システムと防
災ユニバーサルデザインを提案し，災害弱者
の命を守る事に貢献する． 
 
３．研究の方法 
 本研究は 3カ年にわたる研究であった．ま
ず，災害弱者の実態や地方自治体における災
害弱者対策の事例を調査し，少子高齢化時代
において顕在化するであろう防災システム
上の課題を抽出した．次に，個別の研究課題
に対して共同研究を進めるとともに，災害弱
者をキーワードとして研究分野を横断する
テーマにも取り組んだ．最終年度には研究を
取りまとめた上で，積極的な情報発信を行う
ため，立命館大学の防災フロンティア研究セ
ンター主催「第 4回防災情報シンポジウム」
（2013 年 1 月 25 日・京都タワーホテルにて
開催）において，本研究の概要と成果につい
て発表した．各プロジェクトの研究方法は以
下の通りである． 
(1) 減災技術開発 
① 災害弱者の被災実態と防災対策に関する
調査：2009 年の中国・九州北部豪雨，台風 9
号，台風 18 号など，最近の被害を災害弱者
というキーワードで再検討して被災実態を
まとめた． 
② 防災シェルターや防災壁の実態調査：災
害弱者が待避可能な減災構造性能と，日常時
の利用および維持管理法についてとりまと
めた． 
③ 防災フェンスの崩壊土砂に対する力学的
安定性：減災構造に土砂や水が押し寄せてき
た際の挙動に関する実験を行い，設計法につ
いて検討した． 
(2) 避難誘導計画の策定 
① 災害弱者のための避難援助体制の実態調
査：地方自治体のマニュアルや設備を調査し，
現状の避難援助体制について課題を整理し
た． 



② 災害弱者の行動特性分析：災害時要援護
者が避難する際の問題点についてアンケー
ト調査し現状を明らかにした．東日本大震災
の与えたインパクトについても検討した． 
③ 災害時の避難行動シミュレーションの枠
組みの検討：数値シミュレーション方法とモ
デル化の方法，災害弱者のプロパティの与え
方について検討した． 
(3) 防災ユニバーサルデザイン 
① 公共性の高い施設における避難誘導表現
の実態調査：地域の集会場や役所，鉄道の駅
やホテルなど，公共性の高い施設において，
どのような避難誘導表現がされているか，実
地調査やヒアリングを行い，現状の課題を明
らかにした． 
② 防災表現の検討：災害弱者にもわかりや
すい防災表現を提案し，サインデザインにお
ける防災ユニバーサルデザインについて検
討した． 
 
４．研究成果 
(1) 減災技術開発に関しては，高齢者の多い
地区として①京都市水尾地区と②京都府与
謝郡与謝野町加悦地区，観光客の多い地区と
して③広島県廿日市市厳島神社周辺と④京
都市清水寺周辺を対象に，それぞれ鉄砲水や
土石流による洪水氾濫予測を行った．その結
果をもとにして，図上訓練による要援護者施
設の避難行動の特徴を明らかにし，より効果
的な避難システムの構築を試みた．また，既
存のフェンス付きブロック塀により，小規模
な土石流をどの程度防ぐことができるのか，
実験的な検討を行った．その適応限度を明ら
かにしたことにより，特に災害に対して脆弱
な場所に建つ高齢者施設や障碍者施設の減
災に役立てることに繋がるものと期待され
る．さらに，高齢地域を対象として，現在各
戸に設置が義務づけされている住宅用火災
警報器からの発報を，無線ネットワークで共
有し，自動で地域の防災放送やサイレンを起
動するとともに，出火点の地図情報を地域住
民や消防等の登録者に対して即時にメール
配信できる「地域防災情報システム」を，実
際の伝建地区における試行的な実証訓練を
通して開発した．このシステムを活用するこ
とにより，火災情報のみならず独居高齢者の
万一の健康障害も地域で共有できる．即時的
な危機情報共有環境が実現できれば，被害拡
大の前に共助による素早い災害対応が可能
となる． 
(2) 避難誘導計画に関しては，障碍者の災害
時避難に関する意識と生活環境に関して，東
日本大震災の前後においてアンケート調査
を実施した．結果として，大震災の前後とも，
回答者の半数程度は避難場所や避難場所ま
での経路を「決めていない」または「確認し
たことがない」と回答していた．この割合に

はグループホームや福祉ホーム，自宅等の居
住場所によって若干の差異があったが，グル
ープホーム等の世話人／介助者が恒常的に
サポートをしており災害時避難計画が義務
づけられている集団生活の場においても，
「決めているし確認している」と回答したの
は 2/3 程度に留まっており，備えの不足が浮
き彫りになった．都市環境に対する評価では，
移動空間としての移動しやすさ（段差，道幅，
舗装等）や放置自転車等のマナーの問題で生
じる障害物についての言及が多く，日常生活
で支障となることがらが災害時にも同様に，
あるいはより致命的な問題として課題にな
ることが指摘された．また，避難所での生活，
ことにトイレの不足や床座の生活への不安
についてのコメントは震災前よりも後で目
立って多かった．この要因としては，震災後
にメディア等での報道によって避難所での
生活の様子を知ることができ，自身の場合に
はどのような状況となるかがより具体的に
イメージができるようになったことが考え
られる．このことから，実際の避難生活を想
定した訓練や，体験談や経験知の共有等は避
難意識や災害時への備えの醸成に多いに寄
与すると考えられる．またこのような震災後
間もない時期であればこそ，障碍児者等の要
配慮者の体験談や実際に行われた工夫，未経
験者の不安等を整理することが重要と考え
る． 
(3) 避難誘導計画に関してもう一つ，災害弱
者として観光客を対象とした研究も行った．
京都市の清水寺周辺地域および神奈川県の
鎌倉を対象として，マルチエージェント・シ
ミュレーション手法による災害時避難シミ
ュレーションを行った．まず，観光客の滞留
人数，観光行動，観光回遊ルートの調査を行
った上で，避難場所までの距離，家屋倒壊等
による到達可能率，経路分岐によるリンク数
などを考慮した避難経路の検討を行った．対
象地域の個別状況による影響が大きいが，適
切な避難者分散をどう図るかが共通課題と
して挙げられた．例えば清水寺周辺地域であ
れば，産寧坂あるいは仁王門前がボトルネッ
クとなる可能性が高い． 
(4) 防災ユニバーサルデザインに関しては，
京都市の清水寺周辺地域を対象として，現状
の課題を明らかにした上で新しいサインデ
ザインの提案を行った．歴史的な観光地とい
うことで，景観への配慮も必要となる．国際
的な観光地のため日英併記による明快な避
難誘導サインを提案した．分岐点の重要度判
断を定量的に行う式も提案した． 
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